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公害等調整委員会では、公害紛争処理制度の円滑な運営を図るため、都道府県公害審査会会
長や審査会事務局との情報・意見交換等の場として、「公害紛争処理連絡協議会」を開催して
います。 
 今年度は新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、６月３日にウェブ会議により、
67人の参加を得て連絡協議会を開催しました。 
 連絡協議会では、まず、荒井勉 公害等調整委員会委員長からの挨拶の後、相馬清貴 公害等
調整委員会事務局長（開催当時）から公害紛争処理等の概況報告、笠井直文 神奈川県環境農政
局環境部大気水質課主査から公害紛争処理事例の紹介があり、参加者からの質疑応答が行われ
ました。 
今回は、連絡協議会での報告の概要をレポートします。 

公害等調整委員会委員長あいさつ

 公害等調整委員会委員長の荒井でございま
す。 
 本日は、大変お忙しい中、公害紛争処理連
絡協議会に御参加いただき、誠にありがとう
ございます。 
 本日御参加の皆様方には、日頃より、公害
紛争の迅速・適正な解決のために多大な御尽
力をいただいておりますこと、また、当委員
会の業務に御理解と御協力を頂いております
ことに対しまして、この場をお借りして、改
めて御礼を申し上げます。 

 この連絡協議会につきましては、例年、直
接顔を合わせながら開催させていただいてお
りますが、昨年度に続き、今年度も新型コロ

ナウイルス感染症の感染拡大防止の観点か
ら、ウェブ会議により開催させていただきま
す。昨年度は使用するツールの関係で全ての
 
都道府県に御参加いただけなかったため、今
年はツールを変更し、全ての都道府県に御参
加いただくことができました。 
 さて、今般の
新型コロナウイ
ルス感染症の感
染拡大は、公害
紛争処理制度の
運用においても
様々な影響を及
ぼしているものと承知しております。例え
ば、公害苦情相談においては、在宅時間が増
えたことにより、近隣住民との騒音トラブル
などが増加したり、また、調停手続において
は、現地調査や期日が思うように進められな
いなど、皆様方におかれましても様々な御苦
労をされているとお聞きしております。 
 私ども公調委におきましても、当事者ヒア
リングや裁定委員会などをウェブ会議や電話



 

会議で行うほか、期日の開催に当たってもア
クリル板を設けるなど感染防止対策を十分に
講じるなど、様々な工夫を行いながら、可能
な限り手続に大きな遅れが生じないよう努め
ているところです。 
 こうした状況において、公害紛争処理制度
を円滑に運用し、公害問題の解決に当たって
いくためには、制度を担う、都道府県、市区
町村の皆様、そして私ども公調委の３者の間
で、これまで以上に情報共有を図り、機能的
に連携していくことが重要であると考えてい
ます。 
 昨年度の係属事件につきましては、後ほど
事務局長から資料に基づき、詳しく説明をさ
せていただきますが、令和２年度に公調委が
新規に受け付けた公害紛争事件は 14件となっ
ており、その新規事件も含めた係属事件は 51
件、そのうち終結した事件は 15件となってお
ります。 
 全体の傾向としては、近隣店舗、住宅等の
室外機からの騒音など、「都市型・生活環境
型の公害紛争」が、引き続き大半を占めてお
りますが、その一方で、自動車排出ガスによ
って気管支ぜんそくに罹患したと主張する患
者ら約百名による大規模調停事件など、社会
性・公共性を有する事件も係属しているとこ
ろです。 
 先ほども述べましたように、新型コロナウ
イルス感染症の感染拡大防止のために、広く
外出の自粛が行われ、在宅で勤務を行う人が
増加するなど、在宅時間が増加しているわけ
ですが、こうした傾向が騒音等の新たな近隣
トラブルの発生へと繋がる可能性を秘めてお
り、公害紛争にどのような影響を及ぼすの
か、注視されるところであります。その端的
な一例として、最近、東京都公害審査会にお
いて、コロナ禍による生活形態の変化により
公園に集まる住民が増加したため、公園がう
るさくなったとして、公園の近隣住民が公園

を運営する市を相手方として、騒音の低減等
を求める調停が申し立てられたケースがござ
います。 
 新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴
う影響は、人々の生命や生活のみならず、経
済、社会、更には、人々の行動・意識・価値
観にまで多方面に波及していると思われます
が、こうした状況の下で、私達がどうすれば
調停や裁定の質を維持しつつ、円滑に事件手
続を進め、期待された役割を果たしていける
のかについて、皆様方と情報交換、意見交換
をお願いしたいと考えております。 
 本日のウェブ会議は、内容も絞ったものと
なり誠に恐縮ですが、当委員会から公害紛争
処理の概況について御報告をさせていただく
とともに、神奈川県公害審査会から御報告を
いただき、皆様方との有益な情報共有と意見
交換ができればと考えております。 
 また、例年行われておりました外部有識者
による講演については、今年度もウェブセミ
ナーを開催するほか、担当者の皆様への説明
会や意見交換会を開催することにより、情報
交換を深めてまいりたいと考えておりますの
で、その際には積極的に御参加いただきたく
存じます。 
 最後に、本日の連絡協議会が、公害事件処
理を担当する皆様方と私ども双方にとりまし
て有意義なものとなることを祈念いたしまし
て、私からの御挨拶とさせていただきます。 
 本日は、どうぞよろしくお願いいたしま
す。 
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公害紛争処理等の概況報告 
（相馬清貴 事務局長） 

Ⅰ 公害苦情処理の状況 
１．令和元年度公害苦情の概況 
 全国の公害苦情受付件数は約７万件弱とな
っており、そのうち、典型 7公害は約７割を
占めます。平成 22年度以降の推移をみると、
全体としては減少が続いていたが、令和元年
度は典型７公害以外の増加により微増となり
ました。 
 公害の種類別では、典型７公害の中では、
「騒音」が３割以上で最も多く、次いで、
「大気汚染」、「悪臭」の順となっており、
上位３つで全体の約８割を占めます。 
 また、典型７公害の直接処理に要した期間
をみると、苦情の 2/3は１週間以内に、3/4は
１か月以内に処理するなど、迅速な対応に努
めていただいているところです。 
 公害の種類別に苦情処理に要した期間を比
較してみると、「騒音」及び「振動」につい
ては、１週間以内に直接処理した割合が他に
比べて低くなっており、処理に長期間を要す
る状況が見てとれます。 
全体としてが、受付件数は減少しているも

のの、「騒音」「振動」については概ね横ば
い又は微増となっており、これらの苦情の処
理に長期間を要することを踏まえますと、公
害苦情処理担当者の負担は必ずしも減ってい
ないことが推察されます。 
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２．公害紛争処理担当職員数の状況 
公害苦情処理担当職

員数については、それ
ほど大きくは変動して
おりません。ただし、
そのほとんどが兼任で
あり、各自治体におい
て限られた定員のなかで御苦労いただいてい
るものと思われます。 
 都道府県別、人口 10万人当たりの公害苦情
処理担当職員数をみると、全国平均 8.7人以下
の都道府県も複数あり、大都市でその傾向が
みられます。 
 なお、公害苦情相談を担当する職員の不足
や、ベテラン職員の退職などにより、苦情相
談における技術の伝承が難しくなってきてい
ると聞いており、公調委としては、自治体同
士の連携強化や技術の横展開、更には相談担
当者の育成など様々な支援を行っていく予定
です。 

Ⅱ 公害紛争処理事件の状況 
１．都道府県公害審査会等における事件 
都道府県公害審査会等における公害紛争処

理事件については、令和元年度は新規に 40件
を受け付け、前年度からのものを含め 83件が
係属し、37件が終結しました。 
 係属事件が増えており、新型コロナウイル
ス感染症の感染拡大のなかで、如何に手続を
進めるかが課題となるものと思われます。 



 

 
２．都道府県別事件終結状況 
 令和２年度に終結した 37件の内訳をみる
と、成立が８件、打切りが 21件、取下げが８
件であった。終結した 37件を都道府県別にみ
ると、愛知県、大阪府が４件で最も多く、次
いで、静岡県、広島県及び沖縄県が３件の順
でありました。 
 また、成立した８件の合意事項の内訳をみ
ると、「施設利用・作業方法の改善」が４件
と最も多く、次いで「金銭支払」が３件とな
っていました。 

３．都道府県別事件受付件数 
都道府県別の受付件数を過去５年平均でみ

ると 、大阪府、東京都などで多くの件数を受
け付けている一方、１件未満の都道府県が相
当数ありました。そういった県においては、
調停委員会の運営について、ノウハウの継
承、蓄積が難しい状況となっていると聞いて
います。また、公害紛争の前段階である公害
苦情の件数と比較すると、東京都、愛知県で
は、公害苦情受付件数に比べ、公害紛争事件

の受付件数が相対的に少なくなっています。
これについては、引き続き分析を行う必要が
あると考えており、その際には御協力をお願
いいたします。 

 
４．公害等調整委員会における事件 
公調委における公害紛争処理事件について

は、令和２年度は、新規に 14件を受け付け、
前年度からのものを含め 51件が係属し、15件
が終結しました。また、平成 23年度から令和
２年度の 10年間に受け付けたそのほとんどが
裁定の申請となっています。 
 近年は、近隣店舗の室外機からの騒音や飲
食店からの悪臭など、人口・住宅が密集して
いる都市部における比較的小規模な事件が目
立つ傾向にあります。 

５．公害紛争 ADRの受付件数 
民事調停を含めた公害紛争 ADR 全体の受付件
数の 10年間の推移をみると、都道府県公害 
審査会等への申請が毎年約 40件程度、公調委
への申請は約 20数件程度でありますが、裁判
所での民事調停は 90件程度と最も多くなって 
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います。 
 公害紛争処理の専門機関として、公調委や
都道府県公害審査会等が設けられていること
を踏まえ、市区町村の公害苦情処理との連携
や制度の広報に御協力をお願いいたします。 

 

Ⅲ 公害等調整委員会の取組の状況 
１．新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影
響下における課題の取組 
新型コロナウイルスの感染拡大の影響下に

おける課題として、①公害紛争事件手続がス
ムーズに行うことが難しいこと、②在宅時間
が増えたことにより、近隣住民との騒音トラ
ブルなどが増加しており、公害苦情相談窓口
の周知など一層の広報に努める必要があるこ
と、③公害紛争・苦情処理の担当職員を対象
とした研修会の開催が困難となっており、人
材育成が必要なことなどが考えられます。 

２．都道府県による研修会実施状況 
都道府県による管内市区町村の公害苦情処

理担当者を対象とした研修会の実施状況につ
いては、新型コロナウイルス感染症の感染拡
大の影響もあり、令和２年度は、研修会の実
施を中止や延期した自治体がありました。ま
た、研修会を実施した場合にも、対面でもウ
ェブ会議でも参加できるようにした自治体も
あれば、ウェブ会議で実施した自治体や書面
で実施した自治体もありました。 
 
 

３．都道府県主催研修会への支援 
公調委では、都道府県主催による研修への

支援として、アドバイザー等を講師として派
遣することにより、公害苦情担当職員に対す
る技術支援を行っています。また、公害苦情
担当職員が苦情を迅速かつ適切に処理する上
で、既に解決された具体的事例を参考とする
ことは極めて有用であることから、公害苦情
相談事例の処理経過、問題となった点等につ
いての情報を収集、整理及び分析し、公害苦
情処理事例集として取りまとめ、内部資料と
して提供することなども行っています。 
 講師派遣による講演は、令和２年度からウ
ェブ会議による講演も行っており、講演内容
についても相談に応じて臨機応変に対応でき
るので、研修会で講師派遣を検討している場
合には、担当である公調委事務局総務課指導
連絡係に相談していただければ幸いです。 

４．ウェブセミナーの実施 
令和２年度は、新型コロナウイルス感染症

の感染拡大防止のため、第 51回公害紛争処理
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関係ブロック会議及び第 45回公害苦情相談員
等ブロック会議の開催を中止し、新たに地方
自治体の公害紛争・苦情相談の担当者を対象
にウェブセミナーを 6回実施いたしました。 
 ウェブセミナーは、令和元年度ブロック会
議参加者が 360人であったことと比べると延
べ 1,133人が視聴し、複数の県から令和３年
度も実施してほしいという要望があったこと
から、令和３年度は初心者向けと中級以上向
けに分けて 10回実施することとしています。 

５．公害苦情調査エクセル入力システム作成 
都道府県及び市区町村の公害苦情相談窓口 

において、苦情処理経過等の記録と公害苦情
調査のデータ入力を一体化し、業務の効率化
を図るため、公調委において、令和３年３月
に公害苦情調査エクセル入力システムを作成
いたしました。 

６．ウェブ会議等による説明会等の実施 
 これまでは、公害紛争処理関係ブロック会
議で公調委から都道府県公害審査会等事務局
への事務的な連絡や意見交換も行っておりま

したが、令和２年度は中止した代わりに、新
たにウェブ会議等による説明会や意見交換会
を実施いたしました。 
 引き続き、令和 3年度も適宜改善しながら 
実施していくので、何か要望等があれば御連
絡いただければ幸いです。 

７．押印等を求めている手続等の見直し 
「規制改革実施計画」（令和 2年７月 17日

閣議決定）等において、国民や事業者等に書
面・押印・対面を求めている行政手続につい
て必要な見直しを行う方針が示されたことか
ら、公害紛争処理法施行令の一部を改正し、
令和３年２月 15日より都道府県公害審査会等
に提出するあっせん、調停又は仲裁の申請書
（参加申立書を含む。）への押印を求めない
ことといたしました。 
 また、公害紛争処理手続においては、押印
の場面が多数見受けられることから、規制改
革実施計画の趣旨を踏まえて、令和３年２月
に都道府県公害紛争処理マニュアルの改訂を
行い、都道府県公害審査会等における押印の
見直しの参考としていただければ幸いです。 

８．都道府県の押印見直し状況 
一部の県より、公調委で各都道府県の押印

の見直し状況を把握し、その情報を共有して
 
ほしいという依頼があったことから、令和３
年４月１日現在の都道府県の押印見直し状況
について調査を行いました。 
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その結果、政令改正により、申請書に押印
を求めなくなったにもかかわらず、申請書の
様式の見直しや住民への周知を行っていない
県もあったので、早急に対応を行っていただ
ければ幸いです。 

９．公害紛争処理制度の周知・広報 
公害でお困りの方が必要なときに必要な情

報を得られるよう、公調委としては、制度の
周知に努めています。 
 特に身近な公害でお困りの方への案内とし
て、お住まいの市区町村の公害苦情相談窓口
への案内に努めています。 
そのため、都道府県の御担当者の皆様にお

かれても、管内市町村における公害相談窓口
の周知について積極的な協力をお願いいた
します。 
 
 

公害紛争処理事例の紹介 
（笠井直文 神奈川県環境農政局環境部 

大気水質課主査） 
 

 神奈川県公害審査会において、近年、調停
成立した事件の中から、神奈川県平成 30 年
（調）第２号事件についての事例を紹介いた
します。 
本事例は、申請人である住民１名は、被申

請人である砂利等生産販売会社の事業活動に
より発生する粉塵や大型車両による騒音・振
動に悩まされているため、被申請人に対し、
防止措置を講じることを求めたものです。 

本事例では、調停委員会で３回の調停期日
の開催等手続を進めた結果、約５か月で調停
成立になりました。 
 本事例を踏まえ
ますと、公害調停は
当事者双方の互譲
による合意に基づ
き紛争の解決を図
るものであります
ので、事件解決に向
け、被申請人の理解がある場合には調停成
立に至り易いと思われます。 
一方、被申請人側にそうした理解がない

場合や、自分は違法なことはしていないの
だからそれ以上の対応をする必要がないと
いう考えをとられる場合もあります。 
最近５年間では、当県で受け付けた 11事

件のうち、成立に至ったのは２件となって
おり、残念に思っております。 




